
減災対策に係る取組方針（第3期）
の策定に向けた今後の予定

資料６



H28.10 吉井川・旭川・高梁川水系の減災対策に係る取組方針
（第1期）を策定

R3.3 取組方針（第1期）策定から5か年が経過

H30.09 「社会資本整備審議会 河川分科会 大規模広域豪雨を踏まえ
た水災害対策検討小委員会」を設置
⇒新たな課題に対する対応策の検討・推進

減災対策に係る取組方針に関するこれまでの経緯

• 吉井川・旭川・高梁川水系では、平成28年度に大規模氾濫時の減災対策協議会を立ち上げ、「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づいた取組
を進めてきました。そのような中で、平成30年7月豪雨では甚大な人的被害、社会経済被害が発生し、緊急行動計画の改訂も踏まえて、減災対策
に係る取組方針の見直しを行いました。

• 令和2年度には、取組方針（第1期）の策定から5か年が経過したことを踏まえて、減災対策に係る取組方針（第2期）への見直しを行いました。

H29.12 土砂・流木対策を追加
※「中小河川緊急治水対策プロジェクト」発表

水防災意識社会の再構築に向けた取組を制度化、行動計画を作成
※H29.05 水防法等の一部を改正する法律公布
※H29.06 「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画を公表

H27.12 「水防災意識社会再構築ビジョン」策定

H28.08 中小河川に拡大することを決定

H27.09 平成27年9月 関東・東北豪雨

H28.08 北海道・東北地方を襲った一連の台風

H29.07 平成29年7月 九州北部豪雨

H30.07 平成30年7月豪雨

H30.12 「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～ 答申」を公表

PDCAサイクルにより、
取組を充実し加速

※H31.1 「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画を改訂

H30.7
豪雨

【平成30年7月豪雨の特徴】
 長時間の豪雨かつ土砂･洪水氾濫など複

合的な要因により面的に広い範囲で甚大
な人的被害や社会経済被害が発生

 切迫感を感じられない等の理由から避難
を決断できず逃げ遅れた住民

 ライフラインや交通インフラが被災した
ことで地域の防災機能や社会経済機能な
どに影響が発生

平成30年7月豪雨を踏まえ減災対策に係る取組方針の見直し

【対策方針】
 関係機関の連携によるハード対策の強化
 多くの関係者の事前の備えと連携の強化

により、複合的な災害にも多層的に備え、
社会全体で被害を防止・軽減させる対策
の強化
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令和7年度 令和8年度

減災対策に係る取組方針（第3期）の策定に向けた今後の予定

6月～8月 11～12月5月 9～10月

協議会
（本日）

1月 2月 3月

• 令和7年度は、減災対策に係る取組方針（第2期）において目標を定めた5年間の最終年のため、令和8年度以降の5か年の取組を定めた減災対
策に係る取組方針（第3期）の策定に向けた検討を進めていきます。

• 令和7年度に各機関担当者との説明会及び勉強会を通じて検討を進め、令和8年2月の幹事会及び令和8年5～6月の協議会を以て承認・公表す
る予定としております。
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4月 5月 6月

説明会
（担当者）

勉強会
（担当者）

幹事会 協議会

減災対策に係る取組方針（第3期）の改定案の検討

■減災対策に係る取組方針（第3期）の策定に向けた令和7～8年度のスケジュール


